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１ はじめに 

 令和４年第２回定例会の開会に当たり、令和４年度の本町の町政

施策に関し、所信を述べさせていただき、今後の町政運営につきま

して、議員各位そして町民の皆様方に、御理解と御協力をお願い申

し上げる次第でございます。 

 小竹駅及びその周辺は、本町の玄関口であり本町の顔であります。

駅周辺を賑わいの拠点として整備し、その賑わいを町全体に波及さ

せることが必要となります。令和３年度に実施した「小竹駅西口周

辺複合開発民間活力導入可能性調査」の調査結果を踏まえ、新たな

街並みを形成し、誰もが安心・安全で快適に過ごせるまちづくりに、

全庁一丸となって取り組んでまいります。 

 令和２年度に策定した「第７次行政改革大綱」においては、徹底

した行財政のスリム化を行うものとしております。実施計画の進捗

状況の検証を行い、聖域なき行政改革を断行してまいります。 

近年の集中豪雨による道路冠水被害を軽減するための南良津川地

区内水対策につきましては、令和３年度から工事に着手しており、

令和４年６月の完成に向けて取り組んでいます。 

 新型コロナウイルス感染症は、今年に入り、福岡県においても過

去最多の感染者数を記録するなど、未だ終息の兆しは見えておりま

せん。引き続き、関係機関と連携し、ワクチン接種をはじめとした

感染対策を行ってまいります。 

また、令和４年度は、町長として３期目の最終年度になります。

私の町づくりの基本理念である「暮らしを支える絆社会」を目指す

ため、自らに厳しく町政を担う覚悟であります。町長としての３期

目の集大成として、本町の諸課題に全力を傾注し、邁進してまいり
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ます。 

 

  最近の地方財政をめぐる状況及び本町の財政状況について、述べ

させていただきます。 

  まず、我が国の経済につきましては、新型コロナウイルス感染症

により依然として厳しい状況にあり、持ち直しの動きに弱さがみら

れます。また、新たな変異株の出現などから、感染症による内外経

済への影響や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がありま

す。 

  こうした経済状況を踏まえて政府は、令和４年度における地方財

政対策として、新型コロナウイルス感染症への対応に万全を期すと

ともに、地域社会のデジタル化や防災力の強化に取り組みつつ、安

定的な財政運営を行うために必要となる、地方交付税等の一般財源

総額について、令和３年度を下回らないよう確保しています。 

 

  さて、本町の財政状況でございますが、歳入におきましては、国

の補正予算による新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金が交付される一方で、町税を始めとした自主財源の減少傾向が続

いており、財政状況の好転には至らないものと予想されます。 

  歳出におきましては、選挙公営の拡大、自治事務等のデジタル化

に伴う経常経費の増加に加え、依然として社会保障費や公債費が多

くを占め、大幅な財源不足が生じるなど、非常に厳しい予算編成を

強いられました。 

  この状況に対し、財政規律を維持するため、予算の執行実績を的

確に踏まえ、投資的事業を含めた歳出全般について徹底した節減合
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理化に努めつつ、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金を大いに活用し予算を編成いたしました。こうして編成いたしま

した令和４年度予算の概要について、ご説明申し上げます。 

  令和４年度の総額は、一般会計で５５億２，３１８万円、国民健

康保険特別会計など６特別会計で、２６億４，２８９万１千円とな

りました。これらを前年度と比較しますと、一般会計では、２８．

４％の増、特別会計では、２．９％の増となっております。 

 

  以下、個別の課題について述べさせていただきます。 

 

２ まちづくりについて 

  令和２年国勢調査の結果によりますと、本町の人口は７，１５１

人で、５年前の調査に比べ６５９人減少するなど、人口減少に歯止

めがかからず、本町の課題となっています。特に若年層の減少が大

きく、将来を支える子育て世代が町から離れてしまうことに強い危

機感を抱えています。 

 コロナ禍にあって、時間や場所にとらわれないテレワークなどの

拡大により、地方への移住の気運（機運）が高まっていることから、

本町の魅力の積極的なピーアールや居住環境の整備支援などにより、

本町への移住・定住支援に繋げてまいります。特に、令和４年度は、

若者の本町への移住・定住を促進するため、大都市圏から転入し、

就職・起業する方に対する移住支援金を準備し、現在実施している

「移住者住宅取得補助金事業」と併せて、さらなる子育て世代への

移住・定住支援に取り組んでまいります。 

 地域の安全・安心、生活環境保全のためには、空き家対策は喫緊
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の課題であります。地理情報システムを利用して空き家台帳のデジ

タル化を進めるとともに、空き家バンクへの登録を促し、空き家の

流通促進を図ってまいります。 

 防災・減災対策につきましては、集中豪雨、巨大台風、地震など

の災害がどこで発生してもおかしくない状況にあります。引き続き、

関係機関との連携強化を積極的に進めてまいります。 

 

３ 福祉施策について 

少子高齢化や核家族化の進行、地域のつながりの希薄化など、地

域社会を取り巻く環境が変化し、希薄な近所付き合いがみられる中

で、地域で助け合う関係性をより一層強めていくことが課題となっ

ております。「我が事・丸ごと」の地域づくりを育む仕組みの構築

として、町民と地域に関わる人が地域福祉に関心を持ち、主体的な

参加が得られるよう意識啓発を行うとともに、地域における、あら

ゆる町民の皆様が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍で

きる地域共生社会の実現を目指してまいります。 

障がい者、障がい児施策につきましては、「第３次小竹町障がい

者福祉長期計画、第６期小竹町障がい福祉計画及び第２期小竹町障

がい児福祉計画」に基づき、個人の尊厳にふさわしい日常生活や社

会生活を営むことができるよう、全ての町民が障がいの有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会の実現を目指します。 

 具体的な施策として、精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムの構築、医療的ケアが必要な障がい児等に対する支援の提供体

制整備、障がい者の親亡き後を見据えた地域生活支援拠点の整備や
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就労支援の充実等を掲げ、障がい者が安心して住み慣れた地域で生

活することができるよう、支援体制の構築を図ります。 

子育て支援施策につきましては、「小竹町子ども・子育て支援事

業計画」の基本理念である【子ども 親 地域 ともに育ちゆくま

ち“こたけ”】を実現すべく、子どもを元気に明るく心豊かに育て

るための環境、地域づくり、子育て支援体制づくりを進めつつ、地

域全体で子育てをサポートし、子どもだけではなく、その親、地域

もともに成長できる町を目指しております。子育て家庭の育児不安

の解消や子育てのサポートを図るため、子育て支援事業の周知に努

めるとともに、関係機関との連携を密に図り、孤立を生まない子育

て支援に取り組んでまいります。 

こども園では、引き続き新型コロナウイルス感染症対策を行いつ

つ、生活の仕方や行事の在り方を工夫しながら、園児の心身の発達

と家庭・地域の実態を把握し、子ども一人一人を大切にした教育、

保育及び子育て支援を行ってまいります。 

高齢者施策につきましては、令和４年１月現在の本町の高齢化状

況は、高齢化率が、昨年より０．３４パーセント上昇し、４１.９

３パーセントとなっております。また介護保険における要支援・要

介護の認定者数は６５７人となっております。 

  高齢者の生活状況として、独居高齢者世帯及び高齢者夫婦のみの

世帯は、全世帯数の４１．５９パーセントとなっております。 

「小竹町高齢者保健福祉計画」の基本理念である【高齢者が健康

でいきいきと地域で安心して暮らせるまちづくり】を実現させるべ

く、地域包括ケアシステムの深化・推進、医療・福祉・介護の連携、

健康づくりへの啓発・情報提供、生きがいづくりに関する事業や地
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域活動への参加の促進、高齢者見守りネットワークの構築等に努め

てまいります。 

認知症施策につきましては、長引く新型コロナウイルス感染防止

による影響も加え、高齢化率が県内第３位である超高齢化自治体で

あることが要因によると考えられる認知症高齢者等の増加が危惧さ

れております。 

このことを踏まえ、平成２９年度から積極的に実施してきた認知

症サポーター養成講座の開催や、認知症の方とその家族だけでなく、

地域の住民の方、介護や医療の専門職等さまざまな方が集い、悩み

を共有し、専門職に相談できる場としての認知症カフェの運営及び

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援をする認知症初期集中支

援チーム事業を推進してまいります。 

 

４ 国民健康保険、後期高齢者医療及び子ども医療について 

 急速な人口減少と少子高齢化など、医療を取り巻く状況の変化に

対応し、持続可能な社会保障制度とするための改革が今後進められ

ます。これにより、令和４年度から、子どもに係る国民健康保険税

減額制度の導入や後期高齢者の窓口負担の見直しなどが順次行われ

ることとなっております。 

 本町における国民健康保険被保険者の一人当たり実績医療費は、

令和２年度において県下で最も高くなり、医療費の適正化が進まな

い現状にあります。高医療費の要因としては、年齢構成など構造的

なもののほか、疾病構造からは、がんや腎臓病・人口透析関連の医

療費の高騰が挙げられます。これらの対策として、特定健診やがん

健診の受診を推進し、重症化予防及び早期発見・早期治療による医
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療費の低減を図ることが喫緊の課題です。医療費の増加は、県に納

める国民健康保険事業費納付金の額に跳ね返ることから、保険税率

への影響を回避するため、医療費適正化への取組をさらに進めてま

いります。また、重複・多剤服薬対策や健康教育の充実など、被保

険者の健康の保持増進のために必要な事業を引き続き進めてまいり

ます。 

 後期高齢者医療制度におきましては、令和４年１０月から、今後

の後期高齢者の急増と現役世代の減少による保険料負担への影響を

見込み、所得上位の方について２割の窓口負担をお願いするよう制

度改正が行われます。本町におきましても、制度の安定運営を目指

し、被保険者の皆様へ十分な周知広報を行い、きめ細やかな対応に

努めてまいります。 

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」については、令和

４年度からの本格的実施への体制を整備し、一体的な高齢者の予

防・健康づくりを組織的に推進してまいります。 

子ども医療制度につきましては子育て支援の観点から制度拡充を

行い、助成対象年齢を高校卒業までに引き上げるよう、本定例会に

一部改正条例案を上程いたしております。 

 

５ 健康増進施策について 

 誰もがいつまでも健康で生きがいのある生活を送るため、「自ら

の健康は自ら守る」を基本に、関係機関と連携し、年齢に応じた健

康づくりの支援と普及啓発に努めてまいります。 

まず新型コロナウイルス感染症につきましては、昨年からワクチ

ン接種も開始され、本町においては町内の医療機関で接種する個別
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接種により進めてまいりました。ワクチンの初回接種（１回目・２

回目接種）については、希望する方への接種は概ね完了しておりま

す。追加接種（３回目接種）についても初回接種同様個別接種によ

り２月から町内の医療機関で進めております。１月に入り感染拡大

が急速に広まっており、予断を許さない状況が続いておりますが、

感染の拡大防止につきましても引き続き予防対策の周知、啓発等を

行ってまいります。 

次に、母子保健事業につきましては、妊娠期から子育て期までの

切れ目ない支援を提供するため、子育て世代包括支援センターで、

助産師による産前産後訪問を中心とした子育て支援と、助産院等で

の産後ケアをそれぞれの段階に応じたサポート体制を整え、実施し

てまいります。 

 予防接種につきましては、国の「風しん」についての追加的対策

が、令和４年度についても引き続き実施されることから、抗体保有

率が低い年齢層の男性に対し、抗体検査を実施し、抗体が不十分な

方には、原則無料で予防接種法に基づく定期接種を実施します。感

染による疾病の発症及び重症化を予防するため引き続き円滑な定期

予防接種に向けた取り組みを推進してまいります。 

 健康増進事業につきましては、疾病の早期発見、早期治療を図る

ため、関係団体と連携をとり、各種がん検診及び健康診査の受診率

の向上を図りながら、疾病の早期発見や重症化予防を促し、町民の

健康づくりを支援してまいります。 

 

６ 財源（税収）の確保について 

財源（税収）の確保につきましては、町財政の根幹である税の適
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正な課税と税収の確保に引き続き努めてまいります。 

引き続き県税務職員の派遣による徴収支援及び協力連携により徴

収率の向上を図るとともに、新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ、納税者等の状況に十分配慮し、適正な課税及び税収の確保に

努めてまいります。 

また現在、税務行政のデジタル化が全国的に推進されています。

本町においてもデジタル化を進めることで、納税者の利便性向上に

努めてまいります。 

 

７ 環境対策について 

 一昨年、国会においては「気候非常事態宣言」が決議され、２０

５０年脱炭素社会の実現を目指して動き出しております。 

本町におきましても、昨年６月に「カーボンニュートラル宣言」

を行い、北九州市を中心とした連携中枢都市圏で一丸となって脱炭

素社会を目指すために、地産地消による再生可能エネルギーの利活

用など、地球温暖化対策に有効な計画づくりと具体的な施策を講じ

てまいります。 

家庭ごみにつきましては、ごみの排出抑制を促すとともに、適正

な処理体制の確保に努めてまいります。「自ら住む町の環境は自ら

守る」という環境意識の向上に努め、町内一斉の環境美化運動や地

域の美化活動につきましても、町民の皆さまとの協働により進めて

まいります。 

し尿や浄化槽汚泥の処理施設及び火葬場の整備・運営につきまし

ては、引き続き関係市町と十分な協議を重ねてまいります。 

町道や町有地、公共施設等につきましては、今後の維持管理や環
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境美化センターの在り方も含め検討し、実施してまいります。 

 

８ 農林業の振興・整備について 

  我が国の農業を取り巻く情勢は著しく変化し、新型コロナウイル

ス感染症の拡大に伴い販路や出荷への影響が今なお続いております。

また、ワクチン接種に伴う経済活動の再開が先進国を中心に世界的

に進んだことにより、様々な物資の需要が増大しており、農業用資

材等においても、価格の高騰が生じております。 

 農業者が意欲的に安定した生産を行うことができるよう、また、

「新しい生活様式」を踏まえた新技術を導入した農作業の効率化に

つながる取組みが可能となるよう今後も積極的に支援してまいりま

す。 

 小竹町農業委員会は、小竹町の農業を支える担い手や地域農業の

将来の方針などを盛り込んだ「人・農地プラン」を実質化しました。

プランに挙げられている農地の担い手への集積・集約化、耕作放棄

地の発生防止・解消、農業者の高齢化、新規参入の促進など、様々

な課題を解決するため、認定農業者や担い手、農業委員会が一体と

なって取り組み、農業の活性化を進めてまいります。 

  本町では、主食用米、新規需要米、麦、大豆、野菜等の生産に加

え、有機農業、新たな作物や品種への取組を、引き続き支援してま

いります。 

  有害鳥獣対策につきましては、捕獲率向上のため、地元猟友会や

集落の協力のもと被害防止計画に基づき実施してまいります。 

  農業生産基盤の整備につきましては、近年の異常気象を勘案した 

上で計画的に整備を行うため、農業者や関係機関と調整を図り、災
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害の未然防止や安全に農作業ができる環境づくりに努めてまいりま

す。 

 

９ 商工業、観光の振興、ふるさと納税、消費者行政について 

商工業、観光の振興につきましては、国内における新型コロナウ

イルス感染症の拡大が、経済全般にわたり大きな影響を及ぼしてお

ります。 

 新たな起業家の創出のための支援や店舗の新築・増改築を行う事

業者への補助金など、総合的な経営支援も実施してまいります。 

  観光につきましては、イベントの中止等により観光客数が大幅に

減少するなど、大変厳しい状況にあります。事態の収束後、いわゆ

るアフターコロナに向けて、宿泊税交付金を活用した町のＰＲ動画

の作成等に取り組み、遠賀川、長崎街道、炭鉱遺産などの地域資源

を活かした観光誘客に努めてまいります。 

  また、観光資源に対する補助事業を新設し、育成支援に取り組ん

でまいります。 

  ふるさと納税につきましては、昨年は、３億円弱の寄附をいただ

いております。今年もふるさと納税サイトの運営強化に取組み、寄

付者に対するサービスの向上に努めるとともに、町内産業の振興に

寄与できるよう、努めてまいります。 

  消費者行政につきましては、町民の皆様が被害に遭うことがない

ようパンフレットの配布など啓発活動を行うことはもとより、地域

住民の皆様が安全に安心して生活することができるよう関係機関と

連携して消費者行政の充実に努めてまいります。 
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10 河川・道路整備事業について 

道路の長寿命化においては、重要路線である一級、二級町道の２

４路線を対象に、令和元年度に策定した個別施設計画に基づき、過

疎対策事業で千俗・塩頭線道路改良工事を実施するほか、防災・安

全社会資本整備交付金を活用し小竹団地内の南良津・勝野幹線や御

徳地区の権現堂幹線の道路舗装工事を実施し、計画的な維持管理に

努めてまいります。 

橋梁の長寿命化対策につきましては、防災・安全社会資本整備交

付金を活用し橋梁の安全確保のための定期点検を行い、計画的な維

持管理に努めるため、橋梁長寿命化修繕計画修正業務を行います。 

 

11 町営住宅施策について 

町営住宅施策につきましては、「小竹町公営住宅等長寿命化計

画」に基づき、老朽化した住宅や入居者の状況を踏まえながら、建

替え・集約化及び修繕・補修を行い、長期的に、良好な維持管理に

努めてまいります。 

七福町営住宅においては、老朽化した住戸を更新するため、「七

福団地住宅環境整備事業」を令和３年１２月定例会で上程し、可決

いただきました。 

入居者の安全で快適な居住環境の確保のため、災害に強い鉄筋コ

ンクリート造の住宅を令和５年度中の竣工に向けて、建替えを実施

してまいります。 

 

12 学校教育について 

  教育分野につきましては、「小竹町教育大綱」及び「小竹町教育
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施策」に基づき、それらを具現化するための各種施策を講じてまい

ります。学校教育におきましては、「こたけ『つながる』学びのプ

ロジェクト」のもと、学校・家庭・地域・専門機関が連携した小竹

ブランドの教育を推進し、社会の加速度的な変化を受け止め、将来

の予測が難しい社会にあっても、広い視野を持ち、志高く未来を創

り出していくために必要な資質・能力を確実に育む学校教育の実現

を目指します。 

  文部科学省が示した「ＧＩＧＡスクール構想」を受け、学校内の

通信環境を整備し、１人１台のタブレット端末を活用して、より充

実した学びに向けた様々な教育活動が展開されています。あらゆる

場面でＩＣＴの活用が日常のものとなっており、今後も人工知能、

ロボット技術等の発展から大きく社会に変革がもたらされます。教

育の基本である対面授業を大切にしながら、その教育効果を高める

ためにＩＣＴをツールとして存分に活用し、児童・生徒が激動する

社会の変化に対応でき、さらに豊かな創造性を備えた持続可能な社

会の形成に参画するための資質・能力を育成してまいります。 

  児童・生徒が安全に学校生活を送ることができるように、保護者

や地域の皆様には、集団登校や地域の見守り活動など御尽力をいた

だいておりますことに感謝申し上げますとともに、今後も連携を密

にし、安全教育に努めてまいります。 

  学校施設におきましては、平成３０年度に策定した小竹町学校施

設整備第８次５か年計画に基づき、安心・安全な環境下で学習が進

められるよう、修繕を中心とした改修を実施し、施設の長寿命化に

取り組んでまいります。 

  学校給食につきましては、新型コロナウイルス感染症対策として、
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「新しい生活様式」を踏まえた対応が求められています。学校給食

は、成長期にある児童・生徒の心身の健全な発達に資するとともに、

望ましい食習慣を身につけさせるために、重要な教材としての役割

も期待されています。 

  学校給食の果たすべき役割を踏まえ、引き続き安心・安全な学校

給食を提供するとともに、食育の推進に努めてまいります。 

  また、子育て支援の一環として、学校給食の食材に係る費用の一

部を町で負担し、保護者の給食費負担軽減を図ります。 

 

13 社会教育について 

  青少年の健全育成、生涯学習、社会教育の推進につきましては、

今後とも関係機関との連携を深め、学びを通じた人づくり、地域づ

くりを進めてまいります。 

  スポーツの振興につきましては、昨年も新型コロナウイルスの感

染拡大等の影響を受けて、様々な活動や行事を中止し、体育館等の

施設についても一定期間閉鎖する状況となりました。身体的、精神

的な健康を維持するうえで体を動かすことは必要不可欠です。感染

対策の徹底、強化など運営面の点検、子どもから高齢者まで楽しむ

ことができるスポーツ振興の在り方を見直し、推進してまいります。 

  文化財の保護及び整備につきましては、貴重な文化財を保護し、

郷土の資源、歴史を活用した地域教育活動の推進、併せて、小中学

校で文化財を活用した授業を取り入れ、子どもたちが観て、触れる

ことで歴史と伝統を重んずる心を育成し、郷土への誇りと愛着をさ

らに深めるように努めてまいります。さらに所蔵している文化財を

町内外の方に広く知っていただくために、サテライト的な展示や周
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知方法を検討し、町のＰＲ活動に貢献できるよう工夫をしてまいり

ます。 

  図書室の環境整備につきましては、町の姿を大きく変えていく文

化拠点であり、コミュニケーションの場、地域活性化への貢献度が

高い施設であるため、公民館ロビーの大幅な模様替えや、貸し出し

の新たな仕組みづくりにより、多くの利用者が集う施設になるよう

工夫を行ってまいります。 

  人権教育につきましては、「小竹町のあらゆる差別の解消の推進

に関する条例」に基づき、人権擁護の確立された差別のないまちづ

くりを実現するため、日常生活において人権尊重の意識が自然に現

れるような「人権感覚」を養う啓発活動をさらに推進します。また、

あらゆる差別の解消に向け、関係機関と連携協力し、より一層の努

力をいたします。 

 

14 病院経営について 

  本町の病院事業は、地域における公的医療機関として地域医療を

確保するとともに、健康維持のための公衆衛生活動等を行うことで、

地域住民の福祉に資するための役割を担っております。 

  令和３年度は、新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査や発

熱患者等感染を疑う患者の外来診察、また、ワクチン接種では地域

医療を担う病院として迅速な接種を実施しております。 

  令和４年度は、前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症に係

る診察及び、地域医療を担う病院として３回目のワクチン接種を実

施してまいります。地域住民の命と健康を守るために、院長をはじ

め全職員が一丸となり、経営面、医療面等の再編に向け努力してま
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いります。 

 

15 上水道事業について 

  上水道事業につきましては、人口減少・少子高齢化と節水意識の

高まりによる水需要の減少に伴い給水収益が減少しております。老

朽化した水道施設や管路の維持管理費が増加し、事業経営について

は、年々厳しさが増しております。 

経営の基本原則であります企業の経済性を確保するとともに、安

全・安心でおいしい水の供給に努めていきます。水道水を安定的に

供給するため、着実に管路を更新し耐震化を進めるとともに、水道

水の安全性確保のため、水質検査計画に基づき、検査を実施してま

いります。 

災害や人材不足に備え、広域連携で経営基盤の強化を図っていく

ことが有効であることから、実現可能性の高いものから水道事業の

広域化と共同化の検討を進めております。昨年は、遠賀川流域 7市

町で災害時に相互応援を行うための災害協定を締結いたしました。

緊急資材共同調達及び汚泥処理施設の共同利用に向けて関係事業体

との調整と、水道供給の効率化と継続性を高めるために民間活用の

検討を併せて進めてまいります。 

水道事業の持続可能な事業運営の推進のため、小竹町水道事業の

未来を見据えた「小竹町水道事業経営戦略」の事業計画を実行し、

健全経営を目指してまいります。 

 

16 下水道事業について 

  遠賀川中流流域関連公共下水道事業につきましては、公衆衛生の
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確保、生活環境の改善、公共用水域の水質保全に不可欠かつ重要な

社会基盤施設であり、また、定住促進を進める上でも本町の優先的

に取り組むべき事業の一つであります。令和４年度は、住宅密集地

の勝野２区、七福地区を整備するとともに、今後は、流域直方・小

竹幹線の延伸に伴い、御徳地区での整備に着手したいと考えており

ます。 

  また、工事が完了した地区につきましては、順次供用を開始し、

すでに供用開始した地区と併せて、接続促進に努めてまいります。 

今後も、公共下水道事業の将来に渡る持続可能な経営に向け、令

和５年度の法適用への移行作業を行いながら、本町の財政状況にも

十分に留意の上、公共下水道整備を進めてまいります。 
 

  農業集落排水事業につきましては、供用開始から約２５年が経過

し、老朽化する施設の更新が課題となっております。 

  施設の機能診断、改築・更新計画に基づき、令和２年度から５か

年で更新工事を施工しております。今後も改築・更新計画に基づき

適切な整備を行い施設の機能強化に努めてまいります。また、農業

集落排水事業についても令和５年度に公共下水道事業と併せた一の

特別会計で法適用移行を行い、さらなる接続促進に注力し、使用料

収入の確保に努め、より一層の経営健全化に努めてまいります。 

 

 以上、当初予算に関する主な項目、その他の諸施策について述べ

させていただきました。 

 

 未だに終息の兆が見えないコロナ禍の最中、社会は大きく変化

しています。論語の一節で、政（まつりごと）の要諦（大切なも



 

 20

の）は何かとの弟子の問いに孔子は「近き者悦び、遠方より人来

る」と、政治で最も大切なことを諭しました。２，５００年前の孔

子の深慮と中国文化の深さに驚きを感じます。町づくりは、そこに

住む人が喜びを感じる町であれば、自ずと人が移り住んでくるとい

う教えです。身にしみるこの論語の一節を心に刻み、様々な政策課

題が山積する社会の中で、地方政府としての役割を発揮して、町づ

くりに挑んでまいる所存であります。 

 

 本定例会には、条例制定等議案１０件、令和３年度補正予算５件、

令和４年度当初予算７件の合計２２議案を上程しております。よろ

しくご審議いただき可決賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに当たり、重ねて令和４年度の町政運営に対しまして、議員

各位を始め、町民の皆様のご理解及びご協力並びにご支援を賜りま

すようお願い申し上げまして、私の施政所信表明とさせていただき

ます。 


